
条文 No 質問内容 回　答

1
　条例第21条第３項第二号に規定された「延べ面積が200㎡以下」とは、同敷地
内に用途不可分の建築物が２以上ある場合は、各棟の延べ面積が200㎡以下であ
ればよろしいのでしょうか。

　今回の改正は、一敷地一建築物の原則論に基づいて検討したものであり、一
敷地内において用途不可分の建築物が２以上ある場合は、全ての建築物の延べ
面積の合計を200㎡以下とすることが妥当と考えます。

2
　条例第10条第二号に規定された「階数が３以下」「延べ面積が200㎡以下」と
いう小規模共同住宅の要件について、複合用途の場合、建築物全体が適合する
必要があるという理解でよろしいでしょうか。

　貴見の通りです。

3

　条例第10条の３第２項第一号により、路地状部分の長さが20ｍ以下である等
の条例第10条第二号に掲げる要件に適合する共同住宅については、条例第10条
の３第１項による接道長さの規定を適用しないことができるとされましたが、
路地状の幅が一定でなく道路から離れる程広くなる場合においても路地状部分
の幅員によらずに、路地状部分全体の長さが20ｍ以下であることを要件にして
いるという理解でよろしいでしょうか。

　貴見の通りです。

4

　条例第10条の３第２項第一号により、路地状部分の長さが20ｍ以下である等
の条例第10条第二号に掲げる要件に適合する共同住宅については、条例第10条
の３第１項による接道長さの規定を適用しないことができるとされましたが、
路地状部分を有さない敷地に計画される場合も同様の適用としてよろしいで
しょうか。

　貴見の通りです。

「平成27年改正東京都建築安全条例」に係る質問と回答について

　平成27年３月31日に改正いたしました本条例の改正内容に関し、いただいた質問に対する回答をまとめております。

※似通った質問はまとめてさせていただいています。
※個別事例に係る質問や本条例の改正と直接関係のない質問は割愛させていただいています。
※文章中、「条例第○条」とは「東京都建築安全条例第○条」、「法第○条」とは「建築基準法第○条」、「政令第○条」とは「建築基準法施行令第○条」を指しています。
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5

　条例第10条の３第２項第一号により、条例第10条第二号に規定する共同住宅
については、条例第10条の３第１項による接道長さの規定を適用しないことが
できるとされましたが、その際に、条例第10条第二号に掲げた要件以外の要件
を求めるのでしょうか。

　特にありません。
　本項は、条例第10条第二号に規定する共同住宅を対象としています。しか
し、共同住宅と特殊建築物ではない事務所等との複合建築物の個別具体な取扱
いについては、規模等が条例第10条第二号に規定するものに適合することを前
提として、安全上・避難上支障がない場合については、建築主事等の判断とな
ります。

6

　条例第10条第二号及び条例第10条の３第２項第一号により、当該建築物の階
数が３以下、延べ面積が200㎡以下、住戸又は住室の数が12以下の共同住宅につ
いては、路地状敷地（路地状部分の長さが 20 ｍ以下）において建築できるよ
うになり、特殊建築物として求められていた接道長さが不要とされましたが、
政令第126条の６に基づく非常用の進入口については、どのように扱われるので
しょうか。

　政令第126条の６に基づく非常用の進入口の取扱いについては、本条例の改正
により、その運用が変わるものではないため、非常用の進入口若しくは非常用
進入口に替わる窓が道等に面する外壁に設けられているか否か等については、
個別具体には建築主事等の判断となります。

7

　条例第10条第二号、第10条の３第２項第一号及び第21条第３項により、一定
の要件に適合する小規模な共同住宅や寄宿舎等は接道長さ２ｍで路地状敷地に
建築することが可能となりましたが、条例第５条に規定する通路の規定の方が
厳しい規制という理解でよろしいでしょうか。

　条例第10条第二号、第10条の３第２項第一号及び第21条第３項による規制は
接道長さであって、条例第５条に基づくような通路幅員に対する規制ではない
ため、各々別の規制内容であると考えております。

12条 1

　条例第12条第１項第三号について、避難階においては、「教室等の各部分か
ら直通階段の一に至る歩行距離」又は「教室等の各部分から屋外の出口の一に
至る歩行距離」のいずれかが30ｍ以下であればよいという理解でよろしいで
しょうか。

　貴見の通りです。

1

　条例第21条第２項により、寄宿舎の寝室又は下宿の宿泊室（以下「寝室等」
という。）の床面積の規定について、特定行政庁が認定した場合は、寝室等の
床面積が７㎡未満でもよいこととされましたが、認定可能な事例をご教示くだ
さい。

　寝室等の床面積が７㎡未満でもよいと認定される要件としては、計画建築物
が既存建築物であり、寄宿舎又は下宿に用途を変更するものであること、防火
上支障がない建築物等であること、当該建築物の形態上その他の事情によりや
むを得ないものであることを前提として、安全上及び衛生上支障がないと特定
行政庁が認めるものとなります。
　認定については、個別具体の計画に基づく特定行政庁の判断になりますが、
間仕切り壁の変更を伴う大規模な改修を行う計画の中で、部屋数を確保するた
めに７㎡に満たない寝室等を多数設ける場合などは、認定の対象にならないと
考えます。
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2
　条例第21条第３項第三号について、寝室に小規模な収納室や書斎がセットに
なっている場合においても、寝室の数により判断することでよろしいでしょう
か。

　貴見の通りです。

3

　条例第21条第３項第四号により、自動スプリンクラー設備等を設置する場合
は、寄宿舎の寝室又は下宿の宿泊室の数の合計を12以下とする必要がありませ
んが、同項第三号に規定された避難階以外の階における寄宿舎の寝室又は下宿
の宿泊室の数を６以下とする要件についても、同項第四号同様に緩和されない
のでしょうか。

　条例第21条第３項第三号に規定する避難階以外の階における寄宿舎の寝室又
は下宿の宿泊室の数の合計を６以下とする要件については、自動スプリンク
ラー設備等を設置する場合の緩和はありません。

4
　条例第21条第４項に規定された窓の大きさについて基準はあるのでしょう
か。

　具体的に定めておりませんが、避難上支障がないことが前提であると考えま
す。
　個別具体の計画に基づく建築主事等の判断となります。

5
　条例第21条第４項に「当該窓が…屋外通路に直接面する」とあるが、当該窓
に面して下階の屋上部分がある場合は直接面するといえるのでしょうか。

　条例第21条第４項に規定する窓が下階の屋上部分に面していたとしても、当
該部分の大きさ等を踏まえ、避難上支障がない場合は、当該窓が屋外通路に直
接面しているか判断すべきと考えます。
　個別具体の計画に基づく建築主事等の判断となります。

6
　条例第21条第４項に規定する屋外通路の幅員は、有効幅員でしょうか。ま
た、その上部は開放されているものに限られるのでしょうか。

　屋外通路の幅員は有効幅員として確保し、上空が開放された通路であると考
えます。
　ただし、当該屋外通路の上空に、避難上支障がない出窓や庇等が局部的に設
置される場合は、個別具体の計画に基づく建築主事等の判断となります。
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7
　条例第21条第４項に規定された「各居室」とは、寄宿舎の寝室又は下宿の宿
泊室以外の居室も含まれるという理解でよろしいでしょうか？

　貴見の通りです。

8
　条例第21条第４項第一号に規定された「各居室から直接屋外へ通ずる窓」に
は、避難上有効なバルコニーを介して屋外へ通ずる窓は含まれると解釈してよ
ろしいでしょうか。

　貴見の通りです。

9

　条例第21条第４項第二号に規定された「避難上有効に連絡させた共用の部
分」とは、具体的にどのような部分を指すのでしょうか。その共用の部分に至
る経路上に施錠された扉がないことや、共用の部分である旨を表示した場合は
どのように取り扱われるのでしょうか。また、「共用の部分」として、共用の
洗面所や脱衣所、階段等は認められるのでしょうか。

　「共用の部分」とは、居住者が避難上有効に通行できる経路を経て至ること
が可能であり、原則として全ての居住者が自由に利用できる部分（共用の居間
等）を指します。そのため、共用の部分に至る経路上に施錠された扉がないこ
とが望ましいと考えます。また、火災その他非常の場合に避難の用に供する部
分となるものを含むこととしましたが、共用の洗面所等、狭小で避難上支障が
あると考えられる部分等については、避難上有効に連絡しているとは言い難い
と考えます。

10
　条例第21条第６項に規定された「避難上有効なバルコニー又は器具等」とは
どのようなものを言うのでしょうか。

　条例第21条第６項に規定された「避難上有効なバルコニー又は器具等」は、
条例第19条第１項第三号に規定される「避難上有効なバルコニー又は器具等」
と同様です。
　個別具体の計画に基づく建築主事等の判断となります。

11
　条例第21条第７項に規定された「一の区画」は、２以上の階にわたって垂直
に区画したものも該当すると考えてよろしいでしょうか。

　貴見の通りです。
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12
　条例第21条第７項に規定された「一の区画」が２以上の階にわたる場合、各
階に出入口（玄関等）があってもよろしいでしょうか。

　各階に出入口（玄関等）があることは構いません。
　条例第21条第７項に規定された「一の区画」が２以上の階にわたる場合、各
階ごとに共用の部分を設け、かつ、当該共用の部分に条例第19条第１項第二号
の規定による窓及び同項第三号の規定による避難上有効なバルコニー又は器具
等を設けた場合において、条例第21条第７項に規定された条19条等の読み替え
規定を適用することができます。

13

　条例第21条第７項に規定された「一の区画」について、自動スプリンクラー
設備等を設置した場合は、床面積200㎡以下の階又は床面積200㎡以内ごとに準
耐火構造の壁若しくは法第２条第九号の二ロに規定する防火設備で区画されて
いる部分であればよいのでしょうか。

　貴見の通りです。
　条例第21条第７項に規定された「一の区画」とは、以下の３つの部分を指し
ます。
①居室の床面積の合計が100㎡以下の階
②居室の床面積の合計100㎡以内ごとに準耐火構造の壁若しくは法第２条第九号
の二ロに規定する防火設備で区画されている部分
③自動スプリンクラー設備等設置部分
　③自動スプリンクラー設備等とは、政令第112条第２項に規定されているもの
と同様であるため、床面積200㎡以下の階又は床面積200㎡以内ごとに準耐火構
造の壁若しくは法第２条第九号の二ロに規定する防火設備で区画されている部
分となります。なお、自動スプリンクラー設備等を設置した場合、「床面積」
200㎡以下の階又は「床面積」200㎡以内ごとに準耐火構造の壁若しくは法第２
条第九号の二ロに規定する防火設備で区画するのであり、「居室の床面積」で
はないことにご留意ください。

14

　条例第21条第７項により、条例第18条第１項に基づく直通階段の数は、「一
の区画及び共同住宅の住戸又は住室」の数が６以下の場合は、避難階又は地上
に通ずる二以上の直通階段を設けなくてもよいという理解でよろしいでしょう
か。

　貴見の通りです。

15
　共同住宅の一住戸部分が寄宿舎である場合、条例第19条第１項第二号に基づ
く窓先空地の幅員の算定について、住戸等の床面積とは、寄宿舎の共用部分も
含めるのでしょうか。

　共同住宅の一住戸部分が寄宿舎である場合、条例第19条第１項第二号に基づ
き窓先空地を確保する場合は、「共同住宅の住戸又は住室及び寄宿舎の寝室の
床面積の合計」により、寄宿舎の寝室ごとに設ける窓先空地の幅員が決定され
ます。しかし、条例第21条第７項の規定を適用し、寄宿舎の寝室ごとに窓先空
地を設けない計画とする場合は、同項の読み替え規定により、「一の区画及び
共同住宅の住戸又は住室の床面積の合計」により、一の区画内の共用の部分に
設ける窓先空地の幅員が決定されることより、この場合は「一の区画」全ての
床面積を算入して、当該幅員を決定します。
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16

　条例第21条第７項により、条例第20条第２項に基づく両側居室の廊下の可否
については、「一の区画内にある寝室又は宿泊室」の数が６以下の場合は、当
該一の区画の専用の廊下に限り、両側に居室がある廊下としてよいという理解
でよろしいでしょうか。

　貴見の通りです。

1

　平成14年11月14日付けで国土交通省住宅局建築指導課及び日本建築行政会議
より発出された「独立した自走式自動車車庫の取扱いについて」において、建
築基準法における取扱いを示された自動車車庫や、それらと同様の性能を有す
ると国土交通大臣に認められた自動車車庫等について、条例第31条第四号の改
正により、延焼のおそれのある部分に外壁を設置しなくても良いと考えてよろ
しいでしょうか。

　条例第31条第四号の規定は、改正前においては、自動車車庫等の用途に供す
る建築物又は建築物の部分の延焼のおそれのある部分には、耐火構造、準耐火
構造又は防火構造の外壁を必ず設けることとし、さらに、その開口部には法第
２条第九号の二ロに定める防火設備を設けることとしていました。改正後にお
いては、延焼のおそれのある部分に外壁の設置を求めないものとし、外壁の開
口部を設ける場合は法第２条第九号の二ロに定める防火設備の設置を求めるも
のとしました。
　そのため、ご質問に書いていただきました特定の自動車車庫について言及し
たものではありません。

2 　条例第31条第四号に規定された「開口部」とみなす条件を教えてください。

　条例第31条第四号の規定は、「外壁の開口部」に対する制限であるため、外
壁があることが前提であると考えます。
　外壁か否かについては、個別具体の計画に基づく建築主事等の判断となりま
す。

1
　今回の改正により、寄宿舎等は条例第19条に基づく窓先空地の要件が緩和さ
れましたが、共同住宅については緩和されていません。その改正の意図を教え
てください。

　今回の改正は、既存ストックの活用等の法令改正の意図を踏まえて、戸建て
住宅と同様の形態のシェアハウスや、マンションの一住戸をシェアハウスとし
て利用するもの等の多様な住まい方に対応できるよう、窓先空地を不要にする
など、規模や形態に応じたきめ細かい基準にしたものです。

2

　条例第10条2号に規定する共同住宅について、条例第10条の３第１項に規定さ
れる接道長さが適用されなくなりましたが、条例第17条により、共同住宅等の
主要な出入口が道路に面していない場合は、主要な出入口の前面に所定の通路
等を設けなければなりません。そのため、共同住宅等の規模や構造によって
は、主要な出入口から道路まで、有効２ｍの幅員を有する通路を設ける場合も
あるという理解でよろしいでしょうか。

　貴見の通りです。
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